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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２. 営業収益には、売上高及び営業収入が含まれます。 

３. 営業収益には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第31期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第32期 
第１四半期連結
累計(会計)期間

第31期 

会計期間 

自平成21年 
３月１日 

至平成21年 
５月31日 

自平成22年 
３月１日 

至平成22年 
５月31日 

自平成21年 
３月１日 

至平成22年 
２月28日 

営業収益（百万円）  44,920  44,911  164,341

経常利益（百万円）  5,261  3,664         14,608

四半期（当期）純利益（百万円）  2,930  2,180  7,506

純資産額（百万円）  73,863  77,693  77,066

総資産額（百万円）  96,517  95,312  99,381

１株当たり純資産額（円）  2,604.32  2,742.70  2,718.43

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 105.52  78.52  270.31

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 105.38  78.36  269.83

自己資本比率（％）  74.9  79.9  76.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,136  △1,438  11,546

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,717  △1,370  △5,135

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,321  △1,501  △2,779

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 18,380  21,798  26,108

従業員数（人）  2,363  2,391  2,331
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当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

  

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

  

(1)連結会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの 

     出向者を含む）であり、〔  〕内は臨時従業員数の当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書で記載 

     しております。 

   

(2)提出会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、

〔  〕内は臨時従業員数の当第１四半期会計期間の平均人員を外書で記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年５月31日現在

従業員数（人） 2,391〔 〕 4,374

  平成22年５月31日現在

従業員数（人） 1,252〔 〕 3,659
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(1) 販売実績 

 当第１四半期連結会計期間における販売実績（売上高）は次のとおりであります。 

 （注） １.なお、当社グループは単一セグメントであり、事業の種類別セグメントを記載しておりませんので形態別 

     地域別により記載しております。  

     ２.上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

     ３.上記の金額は、売上高の金額であり、営業収入は含まれておりません。 

     

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

形態別 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

直営店 日本  28,715  64.1  101.2

  
香港・ 

シンガポール 
 1,467  3.3  109.0

  中国  606  1.4  202.9

  イギリス  570  1.3  104.5

  フランス  459  1.0  99.3

  韓国  306  0.7  139.2

  ドイツ  253  0.6  136.8

  イタリア   247  0.5  101.6

  アメリカ合衆国  177  0.4  106.8

  小計  32,802  73.3  103.0

供給先   8,199  18.3  89.0

その他   3,769  8.4  101.8

計  44,770  100.0  100.0
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(2) 商品別販売実績 

 当第１四半期連結会計期間における形態別の商品別販売実績（売上高）は次のとおりであります。 

 （注）１.なお、当社グループは単一セグメントであり、事業の種類別セグメントを記載しておりませんので形態別  

       商品別により記載しております。 

      ２.上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

     ３.上記の金額は、売上高の金額であり、営業収入は含まれておりません。  

      

  

  

(3) 仕入の状況 

 当第１四半期連結会計期間における商品別仕入高は次のとおりであります。 

 （注） １.なお、当社グループは単一セグメントであり、事業の種類別セグメントを記載しておりませんので  

      商品別により記載しております。 

     ２.上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

       

  

  

  

    金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

直営店 衣服・雑貨  10,877  24.3  94.4

  生活雑貨  18,761  41.9  107.0

  食品  2,581  5.8  115.2

  その他  582  1.3  108.4

  小計  32,802  73.3  103.0

供給先 衣服・雑貨  2,692  6.0  79.2

  生活雑貨  4,282  9.6  95.2

  食品  1,208  2.7  92.6

  その他  15  0.0  107.7

  小計  8,199  18.3  89.0

その他   3,769  8.4  101.8

    計  44,770  100.0  100.0

  金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

衣服・雑貨  7,902  31.0  83.5

生活雑貨  13,954  54.8  96.7

食品  2,621  10.3  110.0

その他  993  3.9  113.4

 計  25,472  100.0  93.8
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当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

（１）業績の状況  

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界経済の回復に伴い輸出企業を中心に緩やかに景気は改善し

ており、欧州での財政危機など今後の回復への不安材料はあるものの、回復基調にあります。  

 消費環境は業態別に厳しさはありますが、個人消費は高単価商品の動向が良くなるなど、改善の兆しが見え始めて

おります。 

 このような状況の中、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）は、独自性の高い商品を「なる

ほど無印良品」として開発を強化し、国内外の各店舗において主力商品として販売を強化してまいりました。 

 また、新しい業態の開発を含め国内での出店を継続実施し、海外ではアジア地域を中心に新規進出地域を含め順調

に出店してまいりました。 

 国内の無印良品販売事業では、テレビコマーシャルでの売り込みや店頭でのボリューム陳列などにより重点的に販

売する商品を「戦略商品」として88シリーズ設定し、客数増加や売上獲得に努めてまいりました。 

 この取り組みの中、新生活マーケットの売上獲得に向けて、価格プロモーションの強化と販促の重点的な展開を行

ったことにより、「壁に付けられる棚」や「スタッキングシェルフ」といった独自性のある商品が好調だった家具や

調味加工の好調な食品は既存店数値を超えるなど効果は出始めましたが、天候不順等による衣服・雑貨の低迷と、生

活雑貨の主力の１つであるファブリックスの不振もあり、全体的に売上は厳しい状況で推移しました。 

 また、売上総利益率につきましては、衣服・雑貨での価格対応を強化した商品の拡販や昨年在庫の処分販売を進め

たことにより、前期比0.7％減となりました。 

 一方、経費につきましてはテレビコマーシャルやコミュニケーションペーパー（新聞折込チラシ）の積極展開を実

施しながらも、計画内に収束させました。 

 出店につきましては、販売が好調のヘルスアンドビューティー商品を中心に品揃えした「MUJI BEAUTY 福岡パル

コ」やステーショナリー等の日常品を中心に通勤通学時にさっと買えるように駅ビルに出店した「MUJIcomアトレヴ

ィ巣鴨」など、新しい業態を含め13店舗（全て直営）を出店、４店舗を改装（うち、直営３店舗）、１店舗（ＬＳ）

を閉鎖しました。これにより当第１四半期連結会計期間末の国内店舗数は351店舗となりました。 

 海外の無印良品販売事業では、アジアの特に中国において新規出店店舗が好調に推移し、既存店舗も伸長しており

ます。中国については日本と同様のオペレーションにするべく、商品発注・在庫管理システムの導入を進めました。

 ヨーロッパにつきましては、厳しい経営環境が一巡したことから既存店売上も伸長しました。 

 一方、売上総利益はアジア、欧州とも為替の影響を受け低下しました。 

 海外での出店は、新規進出国としてポーランドのワルシャワに１店舗（供給先）、その他既存進出国ではドイツ１

店舗（直営店）、スウェーデン１店舗（供給先）の計３店舗出店し、韓国にて１店舗（直営店）を改装、ノルウェー

にて１店舗（供給先）閉鎖致しました。これにより当第１四半期連結会計期間末の海外店舗数は117店舗となりまし

た。 

 これらの結果、当第１四半期連結会計期間の営業収益は449億11百万円（前年同期比0.0％減）、経常利益は36億64

百万円（同30.3％減）、四半期純利益は21億80百万円（同25.6％減）となりました。  

  所在地別セグメントの業績は次の通りです。 

なお、従来「その他の地域」に含めておりました「アジア」の営業収益の重要性が増したため、前第２四半期連結会

計期間より「その他の地域」から「アジア」を区分して記載しております。そのため、前年同期比は当第１四半期連

結会計期間の区分に変更した前第１四半期連結会計期間の数値で比較しております。   

（日本） 

 営業収益は406億73百万円（前年同期比1.5％減）、営業利益は34億15百万円（同33.7％減）となりました。 

（ヨーロッパ）  

 営業収益は16億74百万円（前年同期比7.3％増）、営業損失は79百万円（前年同期は営業損失１億39百万円）とな

りました。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（アジア） 

 営業収益は23億83百万円（前年同期比26.5％増）、営業利益は１億68百万円（同60.9％増）となりました。  

（その他の地域）  

 営業収益は１億79百万円（前年同期比6.5％増）、営業損失は27百万円（前年同期は営業損失57百万円）となりま

した。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は217億98百万円（前年同期

183億80百万円）となり、前連結会計年度末に比べ43億９百万円減少しました。  

 また、当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 [営業活動によるキャッシュ・フロー] 

     営業活動の結果支出した資金は、14億38百万円（前年同期は11億36百万円の支出）となりました。 

    これは主に税金等調整前四半期純利益36億80百万円に対し、仕入債務の減少26億55百万円、法人税等の支払21

億99百万円によるものです。 

 [投資活動によるキャッシュ・フロー] 

     投資活動の結果支出した資金は、13億70百万円（前年同期は17億17百万円の支出）となりました。 

   これは主に、新規店舗出店等に伴う有形固定資産の取得10億94百万円によるものです。  

 [財務活動によるキャッシュ・フロー] 

     財務活動の結果支出した資金は、15億１百万円（前年同期は13億21百万円の支出）となりました。 

    これは主に、配当金の支払14億７百万円によるものです。  

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（４）研究開発活動 

 当第１四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、１億83百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  

  

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当第１四半期連結会計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しについて、

重要な変更はありません。 

  

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 ①財政状態 

 当第１四半期連結会計期間末における当社グループの総資産は、953億12百万円となり、前連結会計年度末に比べ

40億68百万円（前年度末比4.1％減）減少いたしました。負債は176億18百万円と46億96百万円（同21.0％減）減少、

また純資産は776億93百万円と６億27百万円（同0.8％増）増加いたしました。これは主に配当金支払による現預金の

減少、有価証券購入に伴う未払金の減少及び四半期純利益の増加によるものです。 

 ②キャッシュ・フロー 

 当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローについては、上記「（２）キャッシュ・フローの状況」に

記載の通りであります。 
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(1)主要な設備の状況 

   当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2)設備の新設、除却等の計画 

 ①重要な設備の新設等の完了 

  前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設等のうち、当第１四半期連結会計期間において

完了したものは次のとおりであります。 

   ⅰ）提出会社  

  

   ⅱ）国内子会社 

    当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等はありません。

  

   ⅲ）在外子会社  

  

 ②重要な設備の新設等 

    当第１四半期連結会計期間において、重要な設備の新設等は計画しておりません。 

  

  ③重要な設備の除却等 

     当第１四半期連結会計期間において、重要な設備の除却等は計画しておりません。  

  

第３【設備の状況】

事業所名 所在地  設備の内容 完了年月 
売場面積 

（㎡） 

 無印良品  

イオンモールＫＹＯＴＯ 
京都府京都市  店舗   平成22年5月 1,818 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
 設備の内容 完了年月 

売場面積 

（㎡） 

 MUJI Deutschland GmbH 
MUJI HAMBURG 

（ハンブルグ）  
店舗 平成22年3月  298 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

① 平成16年５月26日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権者は、当社の取締役または執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することが

できる。 

２．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認めら

れない。 

３．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により定める。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  112,312,000

計  112,312,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成22年５月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年７月15日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  28,078,000       28,078,000
東京証券取引所 

(市場第一部) 

単元株式数は、

100株である。 

計  28,078,000  28,078,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年５月31日） 

新株予約権の数（個）  69

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  6,900

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
平成17年４月７日から 

平成36年５月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      1 

資本組入額     1 

新株予約権の行使の条件 （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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② 平成17年５月25日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権者は、当社の取締役または執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することが

できる。 

２. 上記１に拘わらず、平成36年５月31日に至るまで新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には平

成36年６月１日以降、当該新株予約権者は新株予約権を行使できるものとする。 

３．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認めら

れない。 

４．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により定める。 

          会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

   ① 平成18年５月24日定時株主総会決議 

 （注）１.「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な 

      評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。 

    ２. 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することができる。 

３. 上記２に拘わらず、平成37年５月31日に至るまで新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には平

成37年６月１日以降、当該新株予約権者は新株予約権を行使できるものとする。 

４．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認めら

れない。 

    ５．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により定める。 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年５月31日） 

新株予約権の数（個）  73

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  7,300

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
平成17年６月15日から 

平成37年５月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      1 

資本組入額     1 

新株予約権の行使の条件 （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年５月31日） 

新株予約権の数（個）  35

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  3,500

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
平成18年７月13日から 

平成38年５月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 8,122 

資本組入額 4,061   

新株予約権の行使の条件 （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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   ② 平成18年５月24日定時株主総会決議 

 （注）１.「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な 

      評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。 

    ２. 新株予約権者は、当社の執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することができる。 

３. 上記２に拘わらず、平成37年５月31日に至るまで新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には平

成37年６月１日以降、当該新株予約権者は新株予約権を行使できるものとする。 

４．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認めら

れない。 

    ５．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により定める。 

   ③ 平成19年７月３日取締役会決議 

 （注）１.「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な 

      評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。 

    ２. 新株予約権者は、当社の取締役または執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使すること 

      ができる。 

３. 上記２に拘わらず、平成38年５月31日に至るまで新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には平

成38年６月１日以降、当該新株予約権者は新株予約権を行使できるものとする。 

４．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認めら

れない。 

    ５．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により定める。 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年５月31日） 

新株予約権の数（個）  17

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  1,700

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
平成18年７月13日から 

平成38年５月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 8,122   

資本組入額 4,061   

新株予約権の行使の条件 （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年５月31日） 

新株予約権の数（個）  59

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  5,900

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
平成19年７月20日から 

平成39年５月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 6,702   

資本組入額 3,351   

新株予約権の行使の条件 （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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  ④ 平成20年７月２日取締役会決議  

（注） １.「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な 

      評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。 

    ２. 新株予約権者は、当社の取締役または執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使すること 

      ができる。 

３. 上記２に拘わらず、平成39年５月31日に至るまで新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には平

成39年６月１日以降、当該新株予約権者は新株予約権を行使できるものとする。 

４．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認めら

れない。 

    ５．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により定める。 

 ⑤ 平成21年７月13日取締役会決議  

（注） １.「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な 

      評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。 

    ２. 新株予約権者は、当社の取締役または執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使すること 

      ができる。 

３. 上記２に拘わらず、平成40年５月31日に至るまで新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には平

成40年６月１日以降、当該新株予約権者は新株予約権を行使できるものとする。 

４．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認めら

れない。 

    ５．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により定める。 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年５月31日） 

新株予約権の数（個）  129

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  12,900

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
平成20年７月18日から 

平成40年５月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 4,737   

資本組入額 2,369   

新株予約権の行使の条件 （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年５月31日） 

新株予約権の数（個）  185

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  18,500

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
平成21年７月29日から 

平成41年５月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 2,932   

資本組入額 1,466   

新株予約権の行使の条件 （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

１.当第１四半期会計期間においてフィデリティ投信株式会社から平成22年６月11日付の大量保有報告書の写しの送付が

あり、次の通り株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認ができないため、当社と

して実質所有株式数の確認ができません。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

  
 平成22年３月１日～ 

平成22年５月31日   
 －  28,078,000  －  6,766  －  10,075

（６）【大株主の状況】

氏名又は名称     住所 
所有株式数

（千株）  

発行済株式総数に対

する所有株式数の割

合（％） 

フィデリティ投信株式会社  東京都港区虎ノ門４丁目３番１号 3,230  11.51
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当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載すること

ができないことから、直前の基準日（平成22年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】 

平成22年２月28日現在 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、200株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

平成22年２月28日現在 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。   

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（７）【議決権の状況】

 区分          株式数（株）  議決権の数（個）  内容 

 無議決権株式  －   －   －  

 議決権制限株式（自己株式等）      －   －   －  

議決権制限株式（その他）      －  －  －  

完全議決権株式（自己株式等）     
 普通株式 

         309,900
－  －  

完全議決権株式（その他）     
普通株式 

       27,756,600
      277,566  －  

単元未満株式 
普通株式 

         11,500
 －  － 

 発行済株式総数         28,078,000  －   －  

 総株主の議決権  －       277,566  －  

 所有者の氏名 

又は名称  
 所有者の住所 

 自己名義所有 

株式数（株） 

 他人名義所有 

株式数（株） 

 所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

（％） 

 株式会社良品計画 
 東京都豊島区東池袋 

四丁目26番３号 
    309,900  －     309,900  1.10

 計      －    309,900  －     309,900  1.10

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
３月 

  

４月 
  

５月 

最高（円）  4,000  4,440  4,250

最低（円）  3,715  3,980  3,540

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。  

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日から

平成21年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、ま

た、当第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平

成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人によ

る四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,847 16,196

受取手形及び売掛金 4,786 6,218

有価証券 8,998 11,998

商品 16,241 15,180

仕掛品 126 43

貯蔵品 41 43

未収入金 5,645 4,565

その他 2,943 2,021

貸倒引当金 △16 △21

流動資産合計 51,615 56,246

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 20,042 19,578

減価償却累計額 △10,710 △10,394

建物及び構築物（純額） 9,331 9,184

機械装置及び運搬具 1,673 1,684

減価償却累計額 △1,295 △1,285

機械装置及び運搬具（純額） 378 399

工具、器具及び備品 10,286 9,968

減価償却累計額 △7,845 △7,717

工具、器具及び備品（純額） 2,440 2,251

土地 1,038 1,038

建設仮勘定 228 158

その他（純額） 12 13

有形固定資産合計 13,430 13,046

無形固定資産   

のれん 1 1

その他 3,616 3,423

無形固定資産合計 3,617 3,424

投資その他の資産   

投資有価証券 ※  10,759 ※  10,740

敷金及び保証金 14,279 14,314

その他 2,000 2,131

貸倒引当金 △391 △523

投資その他の資産合計 26,649 26,663

固定資産合計 43,697 43,135

資産合計 95,312 99,381
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,987 11,607

短期借入金 186 276

未払法人税等 1,603 2,368

賞与引当金 140 135

役員賞与引当金 16 30

店舗閉鎖損失引当金 192 167

その他 5,514 6,747

流動負債合計 16,640 21,332

固定負債   

役員退職慰労引当金 138 137

解約不能賃借契約損失引当金 462 463

その他 377 381

固定負債合計 977 982

負債合計 17,618 22,314

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,766 6,766

資本剰余金 10,122 10,122

利益剰余金 62,127 61,474

自己株式 △964 △964

株主資本合計 78,051 77,398

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △689 △673

為替換算調整勘定 △1,202 △1,240

評価・換算差額等合計 △1,892 △1,913

新株予約権 197 197

少数株主持分 1,337 1,383

純資産合計 77,693 77,066

負債純資産合計 95,312 99,381
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年５月31日) 

売上高 44,755 44,770

売上原価 24,406 24,718

売上総利益 20,349 20,052

営業収入 165 140

営業総利益 20,514 20,192

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 813 1,722

配送及び運搬費 2,156 2,107

従業員給料及び賞与 3,923 4,250

役員賞与引当金繰入額 15 15

借地借家料 4,218 4,395

減価償却費 724 758

貸倒引当金繰入額 0 －

その他 3,615 3,493

販売費及び一般管理費合計 15,468 16,743

営業利益 5,045 3,448

営業外収益   

受取利息 11 8

受取配当金 163 159

持分法による投資利益 48 37

その他 15 17

営業外収益合計 238 222

営業外費用   

支払利息 2 0

為替差損 3 4

商品廃棄損 12 －

その他 4 1

営業外費用合計 23 6

経常利益 5,261 3,664

特別利益   

前期損益修正益 18 0

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 － 56

その他 6 －

特別利益合計 25 56
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年５月31日) 

特別損失   

前期損益修正損 14 －

固定資産除却損 10 16

店舗閉鎖損失引当金繰入額 36 25

商品評価損 231 －

その他 5 0

特別損失合計 298 41

税金等調整前四半期純利益 4,989 3,680

法人税等 2,125 1,545

少数株主損失（△） △67 △45

四半期純利益 2,930 2,180
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,989 3,680

減価償却費 593 631

ソフトウェア投資等償却 161 157

のれん償却額 22 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △136

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15 △13

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13 0

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 36 25

受取利息及び受取配当金 △174 △167

支払利息 2 0

為替差損益（△は益） 7 3

持分法による投資損益（△は益） △48 △37

有形固定資産除却損 10 －

固定資産除却損 － 16

固定資産売却損益（△は益） △0 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,205 409

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,518 △1,116

仕入債務の増減額（△は減少） 875 △2,655

その他の資産の増減額（△は増加） △28 △836

その他の負債の増減額（△は減少） 486 726

新株予約権 10 8

その他 △50 △98

小計 1,133 595

利息及び配当金の受取額 174 166

利息の支払額 △2 △0

法人税等の支払額 △2,441 △2,199

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,136 △1,438

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △14 △0

定期預金の払戻による収入 － 39

有形固定資産の取得による支出 △832 △1,094

有形固定資産の売却による収入 1 －

店舗借地権及び敷金等の支出 △597 △136

店舗敷金等回収による収入 66 175

無形固定資産等の取得による支出 △178 △353

預り保証金の返還による支出 △0 △0

預り保証金の受入による収入 0 0

関係会社株式の取得による支出 △161 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,717 △1,370
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年５月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 32 △90

リース債務の返済による支出 △1 △2

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △1,352 △1,407

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,321 △1,501

現金及び現金同等物に係る換算差額 332 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,842 △4,309

現金及び現金同等物の期首残高 22,222 26,108

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  18,380 ※  21,798
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  

 当第１四半期連結会計期間 

（自 平成22年３月１日 

    至 平成22年５月31日）  

 会計処理基準に関する事項の変更  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事に係る収益の計上については、従来、工事完成基準を適用し

ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号 

平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計

期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約（工期

がごく短期間のもの等を除く）から、当第１四半期連結会計期間末まで

の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しております。 

 なお、当第１四半期連結会計期間末においては工事進行基準を適用し

ているものがないため、これによる売上高、営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益への影響はありません。 

 また、セグメント情報への影響もありません。  

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間 

（自 平成22年３月１日 

   至 平成22年５月31日）  

 (四半期連結損益計算書） 

前第１四半期連結累計期間において特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金戻入額」は、

当第１四半期連結累計期間において、特別利益総額の100分の20を超えたため区分掲記しております。なお、前第１四

半期連結累計期間における「貸倒引当金戻入額」は６百万円であります。  

 （四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

従来、区分掲記しておりました「有形固定資産除却損」は、「無形固定資産除却損」とあわせて営業活動によるキ

ャッシュ・フローの「固定資産除却損」として表示することにいたしました。なお、当第１四半期連結累計期間にお

ける営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産除却損」に含めた「有形固定資産除却損」は16百万円であり、

「無形固定資産除却損」は０百万円であります。  
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【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

１. 棚卸資産の評価方法   当第１四半期連結会計期間の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切り下げを行う方法、又は、営業循環

過程から外れた滞留又は処分見込等の棚卸資産で前連結会計年度末において

帳簿価額を処分見込額まで切下げているものについては、前連結会計年度以

降に著しい変化がないと認められるものに限り、前連結会計年度末における

貸借対照表価額で計上する方法によっております。  

２．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。  

３.法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法 

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経

営環境等の著しい変化が生じておらず、かつ、一時差異等の発生状況に著し

い変化がないと認められる場合については、前連結会計年度決算において使

用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用しております。 

 また、前連結会計年度末以降に経営環境等、または、一時差異等の発生状

況に著しい変化が認められた場合については、前連結会計年度決算において

使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響

を加味したものを利用しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

 税金費用の計算   税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて算定しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年３月１日 至

平成22年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 28,078千株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式 309千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

新株予約権の四半期連結会計期間末残高  親会社 197百万円   

  

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

平成22年５月26日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

普通株式の配当に関する事項  

（イ）配当金の総額       1,527百万円 

（ロ）１株当たり配当額        55円 

（ハ）基準日       平成22年２月28日 

（ニ）効力発生日     平成22年５月27日 

（ホ）配当の原資        利益剰余金 

  前第１四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日）  

   当連結グループは「無印良品販売事業」のみの単一事業区分となっているため該当事項はありません。 

  

  当第１四半期連結累計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年５月31日）  

   当連結グループは「無印良品販売事業」のみの単一事業区分となっているため該当事項はありません。 

  

  

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年２月28日） 

※ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。 ※ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

投資有価証券 百万円319 投資有価証券 百万円272

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

            （平成21年５月31日現在）  

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

            （平成22年５月31日現在）  

現金及び預金勘定 百万円8,421

有価証券のうち政府短期証券 百万円9,996

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 百万円△38

現金及び現金同等物 百万円18,380

現金及び預金勘定 百万円12,847

有価証券（国庫短期証券） 百万円8,998

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 百万円△47

現金及び現金同等物 百万円21,798

（株主資本等関係）

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

2016/08/04 17:00:3010662583_第１四半期報告書_20160804165946

- 23 -



前第１四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日） 

（注）１．国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国または地域       

     ヨーロッパ ……… イギリス、フランス、イタリア、ドイツ 

              その他の地域 ……… 香港、シンガポール、韓国、中国、アメリカ合衆国   

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年５月31日） 

（注）１．国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国または地域       

     ヨーロッパ ……… イギリス、フランス、イタリア、ドイツ 

              アジア ……… 香港、シンガポール、韓国、中国 

        その他の地域 ……… アメリカ合衆国 

３．従来「その他の地域」に含めておりました「アジア」の営業収益の重要性が増したため、前第２四半期連

結会計期間より「その他の地域」から「アジア」を区分して記載しております。  

  この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間における「その他の地域」

の外部顧客に対する営業収益は2,383百万円減少し、セグメント間の内部営業収益又は振替高は2,120百万円減

少、営業利益は168百万円減少しております。 

  なお、「日本」及び「ヨーロッパ」に与える影響額はありません。 

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円）
ヨーロッパ 
（百万円） 

 その他の 
 地域 

（百万円） 

計 
（百万円） 

 消去又は 
 全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益             

(1)外部顧客に対する営業収益  41,308 1,559 2,052  44,920  －  44,920

(2)セグメント間の内部営業 

収益又は振替高 
 105 － 1,502  1,608  △1,608  －

計  41,413 1,559 3,555  46,529  △1,608  44,920

営業利益又は営業損失(△)  5,153 △139 47  5,061  △15  5,045

  
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円）

 アジア 
（百万円） 

その他の 
地域  

（百万円）

計 
（百万円） 

 消去又は 
 全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

営業収益             

(1)外部顧客に対する 

  営業収益 
 40,673  1,674  2,383  179  44,911  －  44,911

(2)セグメント間の内部

営業収益又は振替高 
 139  －  2,120  －  2,259  △2,259  －

計  40,813  1,674  4,503  179  47,170  △2,259  44,911

営業利益又は営業損失(△)  3,415  △79  168  △27  3,477  △28  3,448
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  前第１四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至平成21年５月31日）  

   海外営業収益は、連結営業収益の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

  当第１四半期連結累計期間（自 平成22年３月１日 至平成22年５月31日）  

       （注）１. 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。     

          ２. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域     

               ヨーロッパ……イギリス、フランス、イタリア、ドイツ 

               アジア……香港、シンガポール、韓国、中国 

               その他の地域…………アメリカ合衆国 

          ３. 前第２四半期連結会計期間において、連結営業収益に占める海外営業収益の割合が10％を超えたた

め、前第２四半期連結会計期間より記載を行っております。 

【海外売上高】

  ヨーロッパ アジア その他の地域 合計 

Ⅰ 海外営業収益（百万円）       1,674       2,421         193       4,289

Ⅱ 連結営業収益（百万円）             44,911

  Ⅲ 連結営業収益に占める 

海外営業収益の割合（％） 
        3.73            5.39            0.43        9.55
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

該当事項はありません。  

該当事項はありません。  

  

  

  

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年２月28日） 

１株当たり純資産額 2,742.70円 １株当たり純資産額 2,718.43円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 105.52円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
105.38円

１株当たり四半期純利益金額 78.52円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
78.36円

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  2,930  2,180

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  2,930  2,180

期中平均株式数（千株）  27,768  27,768

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  38  56

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －    －   

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年７月14日

株式会社良品計画 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 飯田 輝夫  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 河西 正之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社良品計

画の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成

21年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社良品計画及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 2.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。  
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年７月14日

株式会社良品計画 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 山田 雄一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 河西 正之  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 宮下 卓士  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社良品計

画の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成

22年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社良品計画及び連結子会社の平成22年５月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 2.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。  
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